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はじめに 

近年、社会問題となっている児童虐待や無戸籍者問題などに対処するため、

2022（令和４）年 12月 10 日、「民法等の一部を改正する法律」（令和４年法律

第 102 号。以下「2022 年民法改正」といいます）が成立し、同月 16日に公布さ

れました。 

2022 年民法改正は、親族法（民法第４編「親族」）を対象とし、その主な内

容は、①懲戒権に関する規定等の見直し、②嫡出推定制度の見直し、③嫡出否認

制度の見直し、④認知の無効の訴えの規律の見直しです。 

これらのうち、①は公布日である 2022（令和４）年 12 月 16 日から施行され

ましたが、②③④は、2024（令和６）年４月１日から施行されます。一方、2024

年度の国家総合職試験（大卒程度試験。教養区分を除く）は、2024 年３月 17 日

に第１次試験、同年４月 14 日に第２次試験が実施されます。そのため、第１次

試験（多肢選択式試験）・専門試験の民法では、2022 年民法改正は出題対象で

はありません。また、過去の出題傾向から考えると、第２次試験（記述式試験）・

専門試験の民法で 2022 年民法改正が出題される可能性もほぼありません。しか

し、2024 年度の国家総合職以外の公務員試験は、2024 年４月以降に実施されま

すので、これらの公務員試験の民法では、2022 年民法改正も出題対象となりま

す。2024 年度の国家総合職試験の受験生のほとんどは、他の公務員試験との併

願を考えているでしょうから、国家総合職試験の受験生であっても、2022 年民

法改正の内容を把握しておく必要があります。 

ところで、2024 年度の国家総合職試験の受験生に提供される法律区分実力完

成講座において使用するインプット用のテキストである『ハイレベル 民法 ③

家族法』（KU22265）、およびアウトプット用のテキストである『ハイレベル演

習 民法 問題編』（KU22266）と『ハイレベル演習 民法 解説編』（KU22267）

（以下『ハイレベル演習 民法 問題編・解説編』といいます）は、2022 年３

月に制作されたため、2022 年民法改正には対応していません。したがって、こ

れらのテキストについては、2024 年度の国家総合職試験に向けて、2022 年改正

民法に対応する必要があります。 

本冊子は、2022 年民法改正に対する『ハイレベル 民法 ③家族法』『ハイ

レベル演習 民法 問題編・解説編』の対応をまとめたものです。

本冊子における対応は、次の２点です。

第１に、『ハイレベル 民法 ③家族法』「第５編 家族法／第１章 親族法」



のうち、「第２節 婚姻」と「第３節 親子」については、2022�年民法改正に

対応するために修正する必要があります。そこで、該当部分について�2022�年民

法改正に応じて修正したものを、本冊子に掲載しました。修正部分については、

黄色の蛍光ペンでマークを付けて強調していますので、お手元の『ハイレベル 

民法 ③家族法』と見比べれば、どこが修正部分であるかはもちろんのこと、2022

年民法改正の内容も把握できると思います。 

第２に、『ハイレベル演習 民法 問題編・解説編』に掲載されている過去問

についても、2022�年民法改正に対応するために、問題文の修正（改題）および

解説の修正をする必要がある問題が数問存在します（また、本冊子の制作過程で、�

2022�年民法改正と無関係に、修正をする必要がある問題が数問判明しました）。

これらの問題については、訂正表の形で、どのような修正をすればいいのかを示

すことにしました。 

なお、2022�年民法改正のうち、懲戒権に関する規定等の見直し（前記①）は、

(ｱ)懲戒権に関する規定（改正前�822�条）を削除すること、(ｲ)子の監護及び教育

における親権者の行為規範として、子の人格の尊重等の義務及び体罰などの子の

心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動の禁止を明記すること（新�821�条）

を内容としています。しかし、懲戒権に関する問題は国家総合職試験の過去問に

はないので、『ハイレベル演習 民法 問題編・解説編』には掲載しておりませ

ん。同じ理由で、『ハイレベル 民法 ③家族法』には懲戒権に関する説明はあ

りません。そのため、本冊子では、懲戒権に関する規定等の見直しについては言

及しませんでした。あらかじめご了承ください。 

法律区分実力完成講座の受講生の皆様におかれましては、本冊子を活用して、�

2022�年民法改正に対応していただきたいと存じます。 

最後に、受講生の皆様が合格を勝ち取り、公務員としてご活躍されることを心

より祈念いたします。 

2023 年 10 月吉日 

株式会社 東京リーガルマインド 

ＬＥＣ総合研究所 公務員試験部 
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『ハイレベル演習 民法 問題編』（KU22266） 

訂正表 

2023年10月13日現在 

ページ 訂正箇所 訂正内容 掲載日 

P.247 №221 

誤 問題全部 

2023/10/13 
正 

削除（※2022〔令和４〕年改正民法の下では問題

として成立しなくなったため） 

P.254
№225 問題文 

上から２行目 

誤 （法 2015） 
2023/10/13 

正 （法 2015 改題） 

P.254
№225 肢オ 

上から２行目 

誤 
夫からの嫡出否認の訴えによるべきものとし，か

つ，同訴えにつき１年の出訴期間 

2023/10/13 

正 

法定の否認権者からの嫡出否認の訴えによるべ

きものとし，かつ，同訴えにつき原則として３年

の出訴期間 

P.255
№225（参考） 

上から３行目 

誤 
第 772 条 妻が婚姻中に懐胎した子は，夫の子と

推定する。 

2023/10/13 

正 

第 772 条 妻が婚姻中に懐胎した子は，当該婚姻

における夫の子と推定する。女が婚姻前に懐胎

した子であって，婚姻が成立した後に生まれた

ものも，同様とする。 

P.255
№225（参考） 

上から４行目 

誤 

２ 婚姻の成立の日から二百日を経過した後又

は婚姻の解消若しくは取消しの日から三百日

以内に生まれた子は，婚姻中に懐胎したものと

推定する。 

2023/10/13 

正 

２ 前項の場合において，婚姻の成立の日から二

百日以内に生まれた子は，婚姻前に懐胎したも

のと推定し，婚姻の成立の日から二百日を経過

した後又は婚姻の解消若しくは取消しの日か

ら三百日以内に生まれた子は，婚姻中に懐胎し

たものと推定する。 

（第３項以下略） 
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P.257
№228 問題文 

上から２行目 

誤 （法 2021） 
2023/10/13 

正 （法 2021 改題） 

P.257
№228 肢ア 

上から１行目 

誤 婚姻の成立の日から 200 日を経過した後 
2023/10/13 

正 婚姻の成立の日以後 

P.265
№236（参考） 

下から１行目 

誤 （第２項略） 
2023/10/13 

正 （第２項以下略） 

※「掲載日」は，上掲訂正情報がＬＥＣホームページの『公務員 テキスト改訂・修正情報一覧』
(https://www.lec-jp.com/koumuin/info/teisei/)に掲載された日付です。
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『ハイレベル演習 民法 解説編』（KU22267） 

訂正表 

2023年10月13日現在 

ページ 訂正箇所 訂正内容 掲載日 

P.478 №217 肢１ 

誤 解説全文 

2023/10/13 
正 

771 条によって裁判離婚に準用される 766 条１項

は，父母が離婚するときに，子の監護費用の分担

などを定める旨を規定するものである。しかし，

離婚前の別居期間中における子の監護費用の分担

についても一括して解決するのが，当事者にとっ

て利益となり，子の福祉にも資する。そこで，離

婚の訴えにおいて，別居後単独で子の監護に当た

っている当事者から他方の当事者に対し，別居後

離婚までの期間における子の監護費用の支払いを

求める旨の申立てがあった場合には，裁判所は，

離婚請求を認容するに際し，771 条，766 条１項を

類推適用し，人事訴訟法 32 条１項により，当該申

立てに係る子の監護費用の支払いを命ずることが

できる（最判平 9.4.10，最判平 19.3.30）。 

P.482 №221 

誤 解説全部 

2023/10/13 
正 

削除（※2022〔令和４〕年改正民法の下では問題

として成立しなくなったため） 

P.487
№228 肢ア 

上から１行目 

誤 婚姻の成立の日から 200 日を経過した後 
2023/10/13 

正 婚姻の成立の日以後 

P.487
№228 肢ア 

上から２行目 

誤 （772 条） 
2023/10/13 

正 （772 条２項・１項） 

P.488
№230 肢１ 

下から１行目 

誤 居所指定権（821 条） 
2023/10/13 

正 居所指定権（822 条） 

※「掲載日」は，上掲訂正情報がＬＥＣホームページの『公務員 テキスト改訂・修正情報一覧』
(https://www.lec-jp.com/koumuin/info/teisei/)に掲載された日付です。

20 2022(令和 4)年民法改正に対するハイレベルテキストの対応について









著作権者　株式会社東京リーガルマインド

（C) ２０２３　ＴＯＫＹＯ　ＬＥＧＡＬ　ＭＩＮＤ　Ｋ．Ｋ．，　Ｐｒｉｎｔｅｄ　ｉｎ　Ｊａｐａｎ

無断複製・無断転載等を禁じます。

KL23266


